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重要課題：ＰＰＰ／ＰＦＩの推進

改革項目：⑤日本版「資本のリサイクル」として、コンセッション、公的不動産の利活用や包括的民間委託など多様なＰ
ＰＰ／ＰＦＩ手法の積極的導入の推進

⑥ＰＰＰ／ＰＦＩ手法について、公的負担の抑制につながることを前提としつつ、地域の実情を踏まえ、導入を
優先的に検討するよう促す仕組みの構築

改革工程
改革工程の進捗

計画期間中の進捗 今後の進展について

地域プラットフォームが形成されていない地方公共
団体等に対して、説明会の実施等により運用マニュ
アルの周知を図るとともに、地域プラットフォームの
形成を希望する地域への専門家派遣を実施するな
どして、全国への普及の促進

今年度も内閣府、国土交通省にてコンサル
タントを派遣する等、地域プラットフォーム
の形成支援を実施（2016年度末累計：内閣
府10件、国土交通省21件）。また、ブロック
プラットフォーム等の機会を利用して運用マ
ニュアルの周知、地域プラットフォームの活
動事例紹介等による普及促進の取組を実
施。順調である。

継続して実施。

地域の産官学金による連携強化や、プラットフォー
ムの形成数、参画した地方公共団体数、プラット
フォームで形成された案件数等の都道府県ごとの
「見える化」等による進捗・効果の把握と優良事例
の全国への普及、地方公共団体や民間の能力向
上による案件形成の促進

内閣府、国土交通省のホームページにてプ
ラットフォーム形成数（支援先）や参画した
地方公共団体の情報を公開。既成のプラッ
トフォームにも専門家や職員等を派遣し、
案件形成に向けた運営を支援。順調である。

地域プラットフォームの運営支援を継続
するとともに、地域プラットフォームの取
組の効果を把握、見える化し、優良事
例の横展開を行う。

ＰＰＰ／ＰＦＩポータルサイトの整備等の情報提供や
専門家の派遣等によりＰＰＰ／ＰＦＩ事業を担う人材
の育成を推進

PPP/PFIポータルサイトを整備。専門家派
遣（年間約60件）や地域プラットフォームの
取組等を通じてPPP/PFIに関する情報・ノウ
ハウの提供を実施。順調である。

継続して実施。

国は、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に定める
コンセッション事業、収益型事業及び公的不動産利
活用事業の導入件数、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業規模、導入
により見込まれる歳出削減等効果を集計・公表
（2016年度～）

地方公共団体へのアンケート調査等を通じ
て、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の導入件数、事業規模、
コスト抑制見込み額を把握し、2013年から
2015年までの３年間の実績値を公表済み。
順調である。

継続して実施。2013～2016年度までの4
年間のデータに年内に更新予定。

改革工程の進捗状況

ＫＰＩの状況

ＫＰＩ
目標値

（達成時期）

ＫＰＩの進捗

実績値（時点） 区分
次回の把握時期と今後の

方針

第一
階層

ブロックレベルの地域プラットフォーム
に参画する地方公共団体の数

181（2018年度） 191（2016年度末） Ａ 既に達成。

地域プラットフォームの形成数 47（2018年度） 31（2016年度末） Ａ
今年度も内閣府、国土交通省に
て地域プラットフォームの形成支
援を実施。

ＰＰＰ／ＰＦＩ事業が形成された地域プ
ラットフォームの数

―
※モニタリング指標
2018年度中を目途に
数値目標をＫＰＩとして
設定する

習志野市(千葉県)、浜松市
(静岡県) においてPPP/PFI
事業実施又は落札者決定。
（2016年度末）

Ｆ

既成の地域プラットフォームにお
ける事業形成の状況確認を定期
的に実施し、その状況も踏まえて
2018年度中を目途に数値目標を
ＫＰＩとして設定する。

第二
階層

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に
定めるコンセッション事業、収益型事
業及び公的不動産利活用事業の導
入件数

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アク
ションプラン」に同じ

類型Ⅰ
空港：６件達成
道路：１件達成
その他：目標に向け取組中
（平成29年６月９日現在）
類型Ⅱ
41件（2013～2015年度まで
の3年間）
類型Ⅲ
47件（2013～2015年度まで
の3年間）

類型Ⅰ
空港・道路・
文教施設・公
営住宅・
MICE施設：Ａ
水道・下水
道・クルーズ
船向け旅客
ターミナル施
設：Ｂ
類型Ⅱ
Ｂ
類型Ⅲ
Ｂ

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラ
ン」に定める推進施策の実行によ
り、一層の進捗を図る。

「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン」に
定める歳出削減等効果（歳出削減効
果及び事業実施に伴う歳入増加効
果）

約2.7兆円
（2013～2022年度ま
での10年間）

約0.5兆円（2013～2015年度
までの３年間）

Ｂ
「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラ
ン」に定める推進施策の実行によ
り、一層の進捗を図る。
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